
「二宮町税条例の一部を改正する条例」について、資料に基づき補足説明をいたします。 

 

今回の税条例の一部改正は、地方税法が改正されたことに伴うもので、主な内容は、三

つあります。 

一つ目が個人町民税の均等割非課税基準の引き上げ 

二つ目が固定資産税の現所有者の申告制度の創設 

三つ目が新型コロナウイルス感染症の影響で中止になったイベント等のチケットの払い戻

しを辞退した場合には寄付金税額控除として適用するというものです。 

 

それでは一枚目の参考資料「個人住民税の非課税限度額について」というものをご覧下

さい。 

現行の非課税限度額の基準ということで示されている図のように、住民税の均等割の非

課税限度額は、現行では所得金額が、基本額の 32 万円に世帯人員数を掛けて扶養者が

いる場合には加算額の 19 万円を足したものとなっていますが、これに今回の改正では、１０

万円を足して、引き上げられるというものです。 

これは、特定の収入にのみ適用される給与所得控除や公的年金等控除の控除額を一律

10万円引き下げ、どのような所得にでも適用される基礎控除の控除額を 10万円引き上げる

といったことにより、働き方の多様性を踏まえ、様々な形で働く人を応援するといった改正に

対しての、調整措置で、今までは非課税だった給与所得者や年金所得者の人が今までと変

わらず非課税となるようにするためのものです。 

 

次に、2 つ目 参考資料 「現に所有している者の申告の制度化」というものをご覧下さい。 

こちらは、固定資産税の課税に関することになりますが、下の図に示されているとおり、所

有者が死亡した場合、相続登記がなされれば、情報が町に登記所から通知されますので、

それをもって所有者情報を更新します。しかしながら相続登記がされない場合においては、

右の図のように、現状では、町独自の取り組みとして納税者を探して課税させていただいて

いるところですが、今回の法改正では、現に所有している者に対して申告をさせて、所有者

とみなして課税することができるようになったというものです。 

これは、昨今、所有者不明土地の問題が挙げられ、国において「相続登記の義務化」

や、「土地所有の放棄の権利」等の一連の検討が進んでいるなかで、その前段階の措置

ともいえる改正となっています。 

 

次に 3 つ目 参考資料「中止等されたイベントに係る入場料等の払戻請求権を放棄した者

への寄付金控除の適用」というものをご覧下さい。 

 こちらは、ご覧のとおり、新型コロナウイルス感染症により、政府の自粛要請を踏まえて、中

止されたイベントの入場料の払戻し請求をしなかった場合で国が指定する行事の場合は、

住民税についても所得税同様、寄付控除の対象とするものです。 

 以上、よろしくお願いいたします。 








